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有証利息配当金の増加＋544億

ｽﾜｯﾌﾟ収支の改善 ＋888億 等

有証利息配当金の増加＋544億

ｽﾜｯﾌﾟ収支の改善 ＋888億 等

外為売買益の増加 ＋614億 等外為売買益の増加 ＋614億 等

偶発損失引当金 △1,342億

退職金給付関連損益 ＋1,055億

偶発損失引当金 △1,342億

退職金給付関連損益 ＋1,055億

人件費：人員削減等により△75億

物件費：統合関連経費 ＋210億

預金保険料 ＋50億

人件費：人員削減等により△75億

物件費：統合関連経費 ＋210億

預金保険料 ＋50億

増減要因等（3行合算）増減要因等増減要因等（（33行合算）行合算）

＜資金利益＞

＜その他業務利益＞

＜経費＞

＜特別損益＞

対顧デリバティブの好調＋131億対顧デリバティブの好調＋131億

＜特定取引利益＞

1. 2001年度決算の概要①

（単位：億円）

24,620 18,299 1,905
資金利益 15,276 13,352 1,404
信託報酬 544 0 0
役務取引等利益 5,010 2,316 △ 31
特定取引利益 1,788 1,185 114
その他業務利益 1,999 1,444 417

△ 13,682 △ 8,717 △ 152
10,938 9,582 1,752
△ 24,876 △ 21,939 △ 15,000
1,167 △ 734 △ 3,950
△ 726 △ 350 △ 124
△ 13,498 △ 13,442 △ 17,323
△ 753 △ 1,233 △ 506
△ 14,251 △ 14,676 △ 17,829
△ 1,104 △ 35 195
5,459 5,614 6,511
137 0 0
△ 9,760 △ 9,096 △ 11,122

10.56%

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

当期利益

自己資本比率(国際統一基準、速報値)

少数株主利益

その他

営業経費／経費 ②
実質業務純益 （①－②）
与信関係費用
株式等損益

経常利益
特別損益
税引前当期利益

３行合算

前年度比
2001年度

連結

2001年度

連結／業務粗利益 ①
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2001年度
前年度比

業務粗利益 7,256 △ 159
リテール・ミドル 経費 △ 5,203 50

業務純益 2,053 △ 109
業務粗利益 6,826 676

ホールセール 経費 △ 2,046 △ 180
業務純益 4,780 496

証券・IB 業務粗利益 787 △ 308
資産運用・信託 経費 △ 740 37
決済ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ 業務純益 47 △ 271

業務粗利益 3,712 1,513
市場・ALM 経費 △ 729 △ 61

業務純益 2,983 1,452
業務粗利益 18,299 1,905

合計 経費 △ 8,717 △ 152
業務純益 9,582 1,752

【単位：億円】

IB業務の一部が
みずほ証券に移管

子会社からの配当
収入減少

IB業務の一部が
みずほ証券に移管

子会社からの配当
収入減少

内外での市場性収益
が前年度比大きく改善
内外での市場性収益
が前年度比大きく改善

シ・ローン、外為、対顧
デリバ等の非金利収入
の増加

シ・ローン、外為、対顧
デリバ等の非金利収入
の増加

（３行合算部門別業務純益）（３行合算部門別業務純益）

1. 2001年度決算の概要②

低金利環境下での預金
収支の悪化が主因
低金利環境下での預金
収支の悪化が主因
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2．2001年度決算のポイント

(1) 資産内容の大幅改善 ←不良債権処理の進捗 P5 - 9

n 年間で2兆1,900億円の与信関係費用を計上
n 不良債権残高の大幅圧縮（01年9月末対比 ▲10%）

(2) 含み損の抜本処理 ←分割・合併差益の活用（4月1日） P10
n その他有価証券の評価差額はプラスに転換
（02/3末：▲8,875億円 → 02/4期首：＋151億円）

(3) 自己資本の充実・強化 P11-12

n 期末自己資本比率（連結）は計画通り10.56％確保

(4) 資産効率の向上 P13

n 高収益資産増強の一方、事業ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの見直し等で
リスクアセット１１兆円削減

(5) リストラの前倒し推進 P14 

n 役職員数・拠点数の削減

(1) 資産内容の大幅改善 ←不良債権処理の進捗 P5 - 9

n 年間で2兆1,900億円の与信関係費用を計上
n 不良債権残高の大幅圧縮（01年9月末対比 ▲10%）

(2) 含み損の抜本処理 ←分割・合併差益の活用（4月1日） P10
n その他有価証券の評価差額はプラスに転換
（02/3末：▲8,875億円 → 02/4期首：＋151億円）

(3) 自己資本の充実・強化 P11-12

n 期末自己資本比率（連結）は計画通り10.56％確保

(4) 資産効率の向上 P13

n 高収益資産増強の一方、事業ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの見直し等で
リスクアセット１１兆円削減

(5) リストラの前倒し推進 P14 

n 役職員数・拠点数の削減
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査定厳格化・最終処理加速により、２．２兆円の処理実施
特に、大口先及び特定集団(含む、小口先)の処理が進捗

(1) 資産内容の大幅改善 ①０１年度処理内訳

ベース処理 大口先及び
特定集団 処理合計額

０１年上期 ３，８００ ４，８００ ８，６００

０１年下期 ３，３００ １０，０００ １３，３００

０１年度通期

７，１００ １４，８００ ２１，９００

【単位：億円】

査定厳格化：３，８００
最終処理 ：３，３００

査定厳格化：９，２００
最終処理 ：５，６００

査定厳格化：１３，０００
最終処理 ：８，９００
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０１年度下期：特定母集団に対し１兆円の処理を実施

(1) 資産内容の大幅改善 ②０１年度下期処理内容

株価・格付・業種等を参考とした特定母集団株価・格付・業種等を参考とした特定母集団

全体の
８０％

クレジットコスト

大口先以外の
特定業種

（含む小口先）

大口先

５５％

４５％

要管理先の

６０％

6,000億円

4,000億円

要注意先全体
（信用部分）

の約６割カバー

（含む要管理先）

特定母集団

査定の厳格化に加え更なる追加処理
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0

5,000

10,000

15,000

00/下期 01/上期 01/下期

7,207

5,450

11,660

+ 6,210

【億円】

(1) 資産内容の大幅改善 ③最終処理の加速

▲16,527億円

▲67.0％

（00年上期以前分）

24,654億円

▲3,623億円

▲53.8％

▲4,168億円

▲35.1％

破綻懸念先
以下残高
破綻懸念先
以下残高

オフバランス化
(02/3月末累計）

オフバランス化
(02/3月末累計）

計▲24,318億円

（01年上期発生分）

11,873億円

（00年下期発生分）

6,739億円

ガイドラインを上回るペースでの最終処理加速ガイドラインを上回るペースでの最終処理加速

期毎オフバランス化実績
(累計：24,318億円）
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<0１/9末>

<02/3末>

実破・
破綻先
９，４４２

破綻懸念先

２１，１６８

要管理
債権

２５，１７０

実破・
破綻先
１０，６０３

破綻懸念先

２０，３０１

要管理
債権

１９，３３２

金融再生法開示債権残高は01年9月末比 5,543億円の圧縮金融再生法開示債権残高は01年9月末比 5,543億円の圧縮

(1) 資産内容の大幅改善 ④不良債権残高の圧縮

▲５，８３７

＋２９５

【単位：億円】

計 計

<新規分> 
計 ＋ 11,956

<ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化>
計 ▲ 11,660

<増加要因>
区分変更 約 8,000

<減少要因>
区分変更等 ▲約14,000

[破綻懸念先以下]

[要管理債権]

自己査定

の厳格化

最終処理

の加速

▲５，５４３５５，７８０ ５０，２３７
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(1) 資産内容の大幅改善 ⑤不良債権の総与信比率

不良債権が総与信に占める割合も改善

金融再生法開示債権の総与信比

3.00%

5.00%

7.00%

9.00%

11.00%

13.00%

00年3月 01年3月 01年9月 02年3月

みずほ（含むみずほｱｾｯﾄ）

三菱東京

三井住友

UFJ
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前年度決算末の
ネット含み損益
(３行合算）

含み損処理額
０２年４月期首の
ネット含み損益
（２行合算）

うち
みずほ銀行

うち みずほ
ｺー ﾎ゚ﾚー ﾄ銀行

▲ 8,875 9,026    151     227 ▲ 75

うち株式 ▲ 7,480 8,288    807     388     419

うち債券その他 ▲ 1,394   738  ▲ 656 ▲ 160  ▲ 495

▲ 4,125 1,597 ▲ 2,527 ▲ 1,275 ▲ 1,252

▲ 1,086   248   ▲ 838   ▲ 575   ▲ 262

▲ 1,169   510   ▲ 659       ▲ 0   ▲ 658現地法人出資為替差額

その他有価証券

繰延ヘッジ損益

退職給付債務
（会計基準変更時差異）

分割・合併差益利用により含み損約1.1兆円処理
将来収益の圧迫要因を大幅に軽減

【単位：億円】

分
割
・
合
併
処
理

含
み
損
処
理
後

処理額計
11,383億円

株式評価損益の他行比較(02/3末)株式評価損益の他行比較(02/3末)

（億円）

三菱東京ＵＦＪ

三井住友

みずほ

+807       
（4月期首）

-5,000

-7,000

～～～～

-7,480       
（3月末）

1,000

～～

（2）含み損の抜本処理
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(3) 自己資本の充実・強化 ①自己資本比率

０２年度計画

² 更なる資産効率化の徹底

→リスクアセット削減：▲５～７兆円

０２年度計画

² 更なる資産効率化の徹底

→リスクアセット削減：▲５～７兆円

01/9末
連結ＢＩＳ比率
１０．５％

02/9末見込
連結ＢＩＳ比率
１０％台

01年度実績
Ø 資本調達 ：３，５６５億円（計画比＋５６５億円）

Ø リスクアセット ：１１兆円圧縮（計画比＋２兆円）

01年度実績
Ø 資本調達 ：３，５６５億円（計画比＋５６５億円）

Ø リスクアセット ：１１兆円圧縮（計画比＋２兆円）

連結ＢＩＳ比率１０％台を安定的に確保

02/3末
連結ＢＩＳ比率
１０．５％
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分割・合併処理に伴い１４年度期首時点で十分な剰余金を確保分割・合併処理に伴い１４年度期首時点で十分な剰余金を確保

u 傘下行（ＢＫ＋ＣＢ）

u みずほホールディングス

u 傘下行（ＢＫ＋ＣＢ）

u みずほホールディングス

(3) 自己資本の充実・強化 ②剰余金

資本勘定 （02/4期首）
資本金 11,800
資本準備金 15,891
利益準備金   3,435
再評価差額金   4,195
その他剰余金   8,103
有価証券評価差額金      57
合計 43,484

期首剰余金
計9,600億円

剰余金レベル（持株会社＋傘下銀行）剰余金レベル（持株会社＋傘下銀行）
（億円）

（億円）

0

5000

10000

15000

みずほ 三菱東京 三井住友 ＵＦＪ

うち資本準備金減少差益 益

02/3末剰余金
1，485億円
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非金利収入の増強非金利収入の増強

株式保有額の削減株式保有額の削減

(4) 資産効率の向上
高収益資産への積極的取組高収益資産への積極的取組

79,293

89,311

84,138

76,000

81,000

86,000

91,000

00/3 01/3 02/3

低効率・低採算資産の圧縮低効率・低採算資産の圧縮

80

90

100

110

01/3 02/3 03/3計画

（兆円）

▲11

▲５～７

3,461

3,112

2,326

2,000

3,000

4,000

99年度 00年度 01年度

居住用住宅ローン残高推移

＋＋5,2005,200

（億円）
手数料・外為・デリバ収益の状況

+348+348

（億円）

リスクアセットの効率運営

100% 120% 140%

01年度実績
▲7,300億円
今期計画
▲8,000億円

連結株式残高/連結Tier１(02/3末)連結株式残高/連結Tier１(02/3末)

みずほ

三菱東京

UFJ

三井住友

126%

105

94
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4,123

(5) リストラの前倒し推進

02/301/3
25,000

30,000

30,262

02/301/302/4期首01/3

役員数 従業員数 国内外拠点数

32,068

500

600

620

633

0

50
51

33
▲３

▲１０

▲1,806

▲１８

25,000人体制
（06/3） 内外488ヶ店体制

（06/3）

海外

国内

※ ホールディングス＋傘下３行（02/4期首はホールディングス＋みずほ銀行＋みずほコーポレート銀行）

うち

取締役

３３

うち

取締役

２１

経営健全化計画ベース
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3. 2002年度業績予想 (1) 業績予想（総括）①

業務純益
（一般貸倒繰入前）
業務純益
（一般貸倒繰入前）

経常利益経常利益

与信関連費用与信関連費用

みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
連 結

みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
連 結

2,100

4,500

▲3,000

みずほ銀行
（BK）
みずほ銀行
（BK）

750当期純利益当期純利益

4,700

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ
銀行 （CB）
みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ
銀行 （CB）

4,300

▲3,000

1,100

2002 年 度 業 績 予 想

1,500 2,000

37,000

経常利益経常利益

当期純利益当期純利益

経常収益経常収益

【単位：億円】

単体ベース
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(単位：億円)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

10,387

25,274

12,813

23,528

25,978

8,419
6,939

94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 99年度 00年度 01年度 02年度
（見込）

21,939

＊みずほ（旧３行 or ＢＫ/ＣＢ）合算ベース （含む一般貸倒引当金繰入額）

6,000

大口先、ないし

特定集団の集中処理

最終処理の大幅加速

早期是正措置導入

自己査定スタート

金融早期健全化法施行

金融検査マニュアルを
踏まえた処理

住専・関連会社処理

(1) 業績予想（総括）②与信関係費用
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みずほ銀行みずほ銀行

u 02年度収益計画

u 業務粗利益内訳
（一部本部勘定を除く部門別構成比）

u 02年度収益計画

u 業務粗利益内訳
（一部本部勘定を除く部門別構成比）

(2) ＢＫ／ＣＢ別収益計画①

【億円】

みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行

u 02年度収益計画

u 業務粗利益内訳
（一部本部勘定を除く部門別構成比）

u 02年度収益計画

u 業務粗利益内訳
（一部本部勘定を除く部門別構成比）

【億円】

個人
30%

市場・
ALM
13%

公共
4%

一般事
業法人
53%

02年度計画
資金利益  4,650
その他  2,750

 7,400
 ▲3,100   
 4,300
 ▲3,000   
 2,000
 1,100

経常利益
当期利益

業務粗利益
経費
業務純益
与信関係費用

02年度計画
資金利益  8,250
その他  2,400

10,650 
 ▲6,150   
 4,500
 ▲3,000   
 1,500
   750

経常利益
当期利益

業務粗利益
経費
業務純益
与信関係費用

国際
17%

金法・
公共6%

市場・
ALM
21%

大企業
法人
56%
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リスクに見合うスプレッド水準確保リスクに見合うスプレッド水準確保

(2) ＢＫ／ＣＢ別収益計画 ②みずほ銀行

高格付先 低格付先

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ水準

現状

引上げ

金
利
水
準

高

低

住宅ローンの増強住宅ローンの増強

Ø「金利ガイドライン」水準を顧客に開示

Ø低格付先に対する新たな切り口での
金利改善交渉
→ 顧客別交渉方針に基づく採算（質）重視
の運営徹底

新みずほ「金利ガイドライン」の適用

短期ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸出の状況

◇住公制度改正に伴う新たなﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ

の捕捉

◇住宅ﾛｰﾝ金利優遇・保証料優遇ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

実施による獲得推進

◇みずほの強みを活かした住宅ﾛｰﾝ獲得

ﾙｰﾄ別施策展開

（職域ﾙｰﾄ・宅建業者ﾙｰﾄとのﾈｯﾄﾜｰｸ強化）

0

20

40

60

80

100

120

140

みずほ 三井住友東京三菱 UFJ
0

300

600

900

人員
拠点数

住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ規模

拠
点
数

人

員
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プロダクツ営業力の強化プロダクツ営業力の強化非金利収入の増強非金利収入の増強

01年度 02年度計画

国内手数料

外為収益

デリバティブ

n企業再建・再生、事業再構築に
ﾌｫｰｶｽしたﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂの提供

n ｱﾚﾝｼﾞｬｰ型・資産回転型ﾋﾞｼﾞﾈｽ
の推進

nＲＭを中核としたみずほｸﾞﾙｰﾌﾟ内
各社とのｼﾅｼﾞｰ発揮

シ・ローン
証券・ＩＢ関連等

今期の非金利収入増加計画

ストック（アセット）に依存しない

新しいフィービジネスの確立

３～５年後に非金利収入比率５割へ

非金利
収入比率
23%       → 37%

みずほ
の強み

Ｍ＆Ａ、ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ、ＡＢＳ等

ｸﾞﾙｰﾌﾟ内
ｼﾅｼﾞｰ

みずほ証券

資本市場・

Ｍ＆Ａ・ｴｸｲﾃｨ‐
証券化等

みずほ信託

401k・年金・

証券代行

ｶｽﾄﾃﾞｨｰ等

ｸﾞﾙｰﾌﾟ各社

ﾘｰｽ・ｶｰﾄﾞ

投信顧問・投信

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ等

顧客の抱える経営諸課題に対し
的確なソリューションを提供

(2) ＢＫ／ＣＢ別収益計画 ③みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行
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み

ず

ほ

証

券

み
ず
ほ
信
託
銀
行

銀
行

み
ず
ほ
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
（ＣＢ）（ＢＫ）

み

ず

ほ

銀

行

u 環境の変化に柔軟に対応する経営

u 効率的・機動的なマネジメント

u 顧客・業務に応じた高い専門性の発揮

みずほホールディングスみずほホールディングス

関連金融会社群関連金融会社群

Ø クレジットカード：ユーシーカード
Ø ファクタリング：みずほファクター
Ø ベンチャーキャピタル：みずほキャピタル
Ø 証券：みずほインベスターズ証券・新光証券
みずほインターナショナル

Ø 運用会社：第一勧業ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・
富士投信投資顧問・興銀第一ﾗｲﾌｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

Ø 信託：みずほアセット信託・資産管理サービス信託
Ø デリバティブズ：みずほキャピタルマーケッツ 等

Ø クレジットカード：ユーシーカード
Ø ファクタリング：みずほファクター
Ø ベンチャーキャピタル：みずほキャピタル
Ø 証券：みずほインベスターズ証券・新光証券
みずほインターナショナル

Ø 運用会社：第一勧業ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・
富士投信投資顧問・興銀第一ﾗｲﾌｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

Ø 信託：みずほアセット信託・資産管理サービス信託
Ø デリバティブズ：みずほキャピタルマーケッツ 等

4. 新しいみずほの姿 (1)新みずほの経営

グループの企業価値の極大化
n リスクキャピタル配賦→リスク制御と収益管理
n グループ統合リスク管理
n グループ・ブランド・マネジメント

グループ企業価値極大化
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(2) 傘下２銀行（ＢＫ・ＣＢ）の概要

個人・国内一般事業会社・地方公共団体 大企業・金融法人・公団/事業団・海外企業

みずほ銀行（ＢＫ） みずほコーポレート銀行（ＣＢ）
従業員数：24,593人、国内本支店：563、国内無人店舗：約5,700 従業員数：5,852人、国内拠点：18、海外拠点：75（現法等含む）

顧
客

特

徴

Ø国内最大級のネットワーク
Øトップクラスの国内法・個人顧客基盤
Ø数多くの分野で邦銀Ｎｏ.１の実績
（個人預り資産、居住用住宅ﾛｰﾝ、中小企業貸出等）

Ø国内上場企業の約７割と取引
Ø非日系先のﾌｫｰﾁｭﾝ５００先の７割をｶﾊﾞー
Ø証券・信託他、強力な関係会社との連携
によるｸﾞﾙｰﾌﾟ総合金融ｻｰﾋﾞｽ力

経
営
戦
略
・
方
針

Øソリューションビジネスを中核としたＲＭ
戦略と顧客基盤の一層の強化
－プロダクトビジネス重視
－グローバルビジネス重視

Ø戦略的ポートフォリオマネジメントの実施

Øストック（アセット）に依存しない新しい
フィービジネスの確立

ØＭＨＦＧ及びみずほ銀行の「強み」の実現

－Ｎｏ.１事業ポートフォリオの強化拡充

－非金利収入の強化

Ø大胆かつスピーディーな「攻めの経営

リストラクチャリング」の推進

－不良債権処理のスピードアップ

－リスクに合った金利水準の確保

－経費構造等の抜本的な見直し
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Ø個人 ～ 口座数 ：３，０８０万 ・預り資産残高 ：３５兆円

・居住用住宅ローン ：９兆円

Ø一般事業法人 ～取引先数 ：１７万 ・中小企業向け貸出金 ：３４兆円

Ø大企業法人 ～ 取引先数：１万 ・大企業向け貸出金 ：２５兆円

Ø海外 ～ 非日系先：４，５００社 ・在外支店貸出金 ：１０兆円

(3) みずほフィナンシャルグループの強み

・会員制サービス ：６４３万人 ・ﾃﾞﾋﾞｯﾄｶｰﾄﾞ利用実績 ：１,１００億円

・ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ組成実績 ：３８０億ﾄﾞﾙ ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ実績 ：３２億ドﾙ

・国内ＳＢ主幹事関与額 ：８，５４８億円 ・投資顧問年金資産 ：５.５兆円

・国内ＡＢＳ主幹事関与額 ：２，００２億円 ・投資顧問契約資産 ：８.１兆円

・国内Ｍ＆Ａ仲介 ：82件/283億ﾄﾞﾙ ・債権流動化金額 ：２.８兆円

・国内不動産証券化金額 ：１，９７５億円 ・遺言信託受託件数 ：８，９０９件

Ø国内有人拠点数 ：６６４ヶ店

・国内無人店舗数 ：約５，７００ ・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ利用者数 ：９１万人

Ø 海外(主要ﾏｰｹｯﾄを全てｶﾊﾞｰ) ：７５拠点

顧

客

基

盤

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

プ
ロ
ダ
ク
ト
力
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本資料には、将来の業績に関る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保
証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の

変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


